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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第48期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
７月１日
至平成20年
６月30日

売上高（千円） 4,464,692 22,149,053

経常利益（千円） 2,877 845,206

当期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△26,426 581,643

純資産額（千円） 22,754,868 23,734,247

総資産額（千円） 31,060,525 31,972,949

１株当たり純資産額（円） 1,350.23 1,408.20

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（円）
△1.57 33.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 73.3 74.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,427,427 994,250

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
106,975 63,190

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△553,583 △1,034,276

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
6,290,691 5,276,154

従業員数（人） 349 356

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 349 (50)

　（注）　従業員数は就業者数であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 307 (43)

　（注）　従業員数は就業者数であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当第１四半期連結会計期間の生産、受注及び販売実績の状況は次のとおりであります。なお、当社グループは、衣料品

製造販売を事業内容としており、当該事業以外に事業の種類がなく、事業の種類別セグメントごとの実績を記載して

いないため、品目別の実績を記載しております。

(1）生産実績

品目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

ワーキングウェア（上衣）（千円） 214,705

ワーキングウェア（下衣）（千円） 111,281

制服・その他（千円） 23,157

ユニフォーム小計（千円） 349,144

スラックス・パンツ（千円） 48,275

カジュアルウェア（千円） －

メンズウェア小計（千円） 48,275

合計（千円） 397,419

　（注）　金額は、販売価格により算出しており、消費税等を含んでおりません。

(2）製品仕入実績

品目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

ワーキングウェア（上衣）（千円） 1,154,211

ワーキングウェア（下衣）（千円） 549,092

制服・その他（千円） 87,203

ユニフォーム小計（千円） 1,790,507

スラックス・パンツ（千円） 412,039

カジュアルウェア（千円） 387,400

メンズウェア小計（千円） 799,439

合計（千円） 2,589,946

　（注）　金額は、仕入価格により算出しており、消費税等を含んでおりません。

(3）受注実績

　　当社グループは、主として需要見込みによる生産を行っているため該当事項はありません。
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(4）販売実績

品目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

ワーキングウェア（上衣）（千円） 1,949,136

ワーキングウェア（下衣）（千円） 1,218,524

制服・その他（千円） 236,453

ユニフォーム小計（千円） 3,404,113

スラックス・パンツ（千円） 662,079

カジュアルウェア（千円） 398,499

メンズウェア小計（千円） 1,060,579

合計（千円） 4,464,692

（注）　上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する金融不安の影響などによ

り企業マインドは悪化し、設備投資も減少傾向で推移し、また、ガソリンや食料品などの一般消費財の値上がりにより

個人消費は冷え込み、全般的に非常に厳しい状況で推移いたしました。さらに平成20年９月末には、米国の大手金融機

関の破綻により、急激に円高が進行し、株価も大幅に下落するなど、今後、実体経済への影響拡大が懸念されます。

　このような状況のもと当社グループは、ユニフォーム部門におきましては、「安全」「快適」「環境」「安心」を

テーマとして、エンドユーザーのニーズにマッチした新商品の開発に努力してまいりました。平成20年６月には、ワー

キングユニフォームメーカーとしては日本初の産業廃棄物の広域認定を取得しました。全国から使用済みユニフォー

ムを回収、リサイクルすることにより、CO2排出量を削減し、企業価値・ブランドイメージ・消費者からの信頼向上を

図っております。また、カジュアルテイストのユニフォームとして、「JAPAN（日本）」「WIN（勝利）」という意味

を込めた新ブランド「JAWIN（ジャウィン）」の展開を引き続き強化し、販促キャンペーンによる新たな需要の喚起

に努めました。平成17年１月に販売を開始したセーフティスニーカーは、新商品の開発・展開を強化し、新たな営業の

柱として、引き続き順調に売上を伸ばしております。医療用白衣においては、ユーザーのニーズにマッチした新商品の

開発や、新規取引先の開拓を積極的に進めるとともに、既存取引先との取り組み強化を図るなど、当社医療用白衣「

WHISeL（ホワイセル）」ブランドの知名度向上と、売上の拡大に努力してまいりました。

　メンズ部門におきましては、品質・コスト・付加価値の追求により、市場のニーズに対応した商品の提供に努力して

まいりました。また、流通チャネルの変化に対応するため、新規流通ルートの開拓の強化を図るとともに、既存取引先

との取り組みを強化してまいりました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は4,464百万円となりました。利益面におきましては、売上総利益率は

前年並みとなったものの、売上高の減少により、営業利益は293百万円となりました。経常利益につきましては、急激な

円高の進行により、輸入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行っておりますクーポンスワップ取引に係る

時価評価等によりデリバティブ評価損393百万円を計上したことにより、2百万円となりました。四半期純損失は26百

万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より1,014百

万円増加し、6,290百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,427百万円となりました。これは主に、デリバティブ評価損393百万円、売上債権の減

少1,257百万円等による増加と、賞与引当金の減少101百万円、仕入債務の減少151百万円等による減少によるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は106百万円となりました。これは主に、投資有価証券の償還による収入119百万円等に

よる増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は553百万円となりました。これは主に、配当金の支払額552百万円等による減少による

ものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

 6/20



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はなく、現時点で、新設、除

却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,721,000

計 36,721,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,653,506 同左　
東京証券取引所

市場第二部
－

計 17,653,506 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日　
－ 17,653,506 － 2,982,499 － 1,827,189

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 799,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,607,000 16,606 　－

単元未満株式 普通株式　　 247,506 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 17,653,506 － －

総株主の議決権 － 16,606 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の株式数の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております

が、当該株式に係る議決権１個については、議決権の数の欄からは除いております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　 株式会社自重堂

　広島県福山市新市町

　大字戸手16-2
799,000 － 799,000 4.5

計 － 799,000 － 799,000 4.5

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月

最高（円） 840 840 830

最低（円） 819 790 731

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,312,371 5,297,834

受取手形及び売掛金 5,665,067 6,922,613

有価証券 102,526 118,299

商品及び製品 4,780,152 4,624,210

仕掛品 85,394 139,184

原材料及び貯蔵品 148,627 170,584

繰延税金資産 43,978 70,646

未収還付法人税等 490,211 492,223

その他 298,315 326,160

貸倒引当金 △4,966 △14,831

流動資産合計 17,921,679 18,146,926

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,943,652 2,989,302

土地 3,909,910 3,909,910

建設仮勘定 799 799

その他（純額） 184,257 189,728

有形固定資産合計 ※1
 7,038,620

※1
 7,089,741

無形固定資産 34,214 37,646

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 4,736,334 5,531,169

繰延税金資産 690,667 387,920

その他 758,552 865,160

貸倒引当金 △119,544 △85,616

投資その他の資産合計 6,066,010 6,698,634

固定資産合計 13,138,845 13,826,023

資産合計 31,060,525 31,972,949
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,444,897 5,596,217

未払金 508,692 393,440

未払法人税等 566 2,422

返品調整引当金 58,841 71,311

賞与引当金 130,783 232,639

その他 252,354 224,409

流動負債合計 6,396,135 6,520,440

固定負債

退職給付引当金 371,493 380,222

その他 1,538,028 1,338,038

固定負債合計 1,909,521 1,718,261

負債合計 8,305,656 8,238,701

純資産の部

株主資本

資本金 2,982,499 2,982,499

資本剰余金 1,827,680 1,827,723

利益剰余金 18,543,852 19,160,181

自己株式 △736,112 △734,817

株主資本合計 22,617,919 23,235,588

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 136,948 491,577

繰延ヘッジ損益 － 7,081

評価・換算差額等合計 136,948 498,659

純資産合計 22,754,868 23,734,247

負債純資産合計 31,060,525 31,972,949
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 4,464,692

売上原価 3,209,403

売上総利益 1,255,288

販売費及び一般管理費 ※1
 961,340

営業利益 293,948

営業外収益

受取利息及び配当金 19,033

受取賃貸料 40,883

為替差益 33,717

その他 22,688

営業外収益合計 116,323

営業外費用

賃貸収入原価 13,882

デリバティブ評価損 393,097

その他 412

営業外費用合計 407,393

経常利益 2,877

特別損失

投資有価証券評価損 22,510

貸倒引当金繰入額 ※2
 22,270

特別損失合計 44,781

税金等調整前四半期純損失（△） △41,903

法人税、住民税及び事業税 15,740

法人税等調整額 △31,216

法人税等合計 △15,476

四半期純損失（△） △26,426

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

13/20



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △41,903

減価償却費 57,707

貸倒引当金の増減額（△は減少） 24,062

賞与引当金の増減額（△は減少） △101,855

返品調整引当金の増減額（△は減少） △12,470

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,729

受取利息及び受取配当金 △19,033

投資有価証券評価損益（△は益） 22,510

デリバティブ評価損益（△は益） 393,097

売上債権の増減額（△は増加） 1,257,545

たな卸資産の増減額（△は増加） △80,194

仕入債務の増減額（△は減少） △151,320

その他 90,691

小計 1,430,108

利息及び配当金の受取額 19,080

法人税等の支払額 △21,761

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,427,427

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,480

定期預金の払戻による収入 7,480

有形固定資産の取得による支出 △2,687

無形固定資産の取得による支出 △260

投資有価証券の取得による支出 △5,275

投資有価証券の償還による収入 119,959

その他 △4,759

投資活動によるキャッシュ・フロー 106,975

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1,719

自己株式の売却による収入 381

配当金の支払額 △552,244

財務活動によるキャッシュ・フロー △553,583

現金及び現金同等物に係る換算差額 33,717

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,014,536

現金及び現金同等物の期首残高 5,276,154

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,290,691
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　棚卸資産

　通常の売買目的で保有する棚卸資産に

ついては、従来、主として総平均法による

原価法によっておりましたが、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ5,414千円減少し、税金等調整前四

半期純損失は5,414千円増加しておりま

す。

【簡便な会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結

会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理

的な方法により算定する方法によっており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,497,875千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,440,561千円であ

ります

※２　投資有価証券のうち134百万円は、平成20年9月19日に

東京地方裁判所から民事再生手続開始決定を受けた

リーマン・ブラザーズ証券株式会社に保護預けして

おり、同社からの証券の返還及び利払いの受渡しが

停止されている状況にあります。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬・給料 323,825千円

貸倒引当金繰入額 1,791　

賞与引当金繰入額 77,363　

退職給付費用 10,270　

※２　貸倒引当金繰入額は、平成20年9月19日に東京地方裁

判所から民事再生手続開始決定を受けたリーマン・

ブラザーズ証券株式会社とのクーポンスワップ取引

契約を解除したことによる破産更生債権に対して、

貸倒引当金を全額計上したものであります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定 6,312,371

預入期間が３か月を超える定

期預金
△21,680

　現金及び現金同等物 6,290,691

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　17,653,506株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　 800,922株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月26日

定時株主総会
普通株式 589,902 35 平成20年６月30日 平成20年９月29日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）において、当社及び連結子会社は衣料

品製造販売を事業内容としており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）において、本邦の売上高は、全セグメ

ントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。また、本邦以外の国又は地域に

所属する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）において、海外売上高は連結売上高の

10％未満のため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

　 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 2,385,910 2,877,511 491,601

(2）債券    

社債 78,925 69,220 △9,705

その他 521,313 516,881 △4,432

(3）その他 1,024,534 777,055 △247,479

合計 4,010,683 4,240,668 229,984

（注）　当第１四半期連結会計期間において、株式の減損処理を行い、投資有価証券評価損22,510千円を計上しております。

当該株式の取得原価は評価損計上後の価額によっております。株式の減損処理に当たっては、四半期末における

時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可

能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨（金利）
クーポンスワップ 4,233,216 161,150 △121,846

ＦＸ参照型米ドル為替予約 2,047,769 △953,434 △192,924

債券 株式転換特約付社債 461,094 382,766 △78,327

　（注）１．デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．対象物の種類が債券のデリバティブ取引の、取引の種類に記載した内容は、デリバティブが組み込まれた債

券の名称であります。

３．対象物の種類が債券のデリバティブ取引については、債券と組込デリバティブを合理的に区分した時価の測

定ができないため、当該複合金融商品全体を時価評価しております。したがって、契約額等については、デリ

バティブ取引が組み込まれた債券の取得価額を記載しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 1,350.23円 １株当たり純資産額 1,408.20円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △1.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（千円） △26,426

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △26,426

期中平均株式数（千株） 16,854

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度に比べて著しい変動がないため記載を

省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社自重堂

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　敏博　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 家元　清文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社自重堂の平

成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）※２に記載されているとおり、投資有価証券のうち134百万円は、東京地方裁判所

から民事再生手続開始決定を受けたリーマン・ブラザーズ証券株式会社に保護預けしており、同社からの証券の返還及び

利払いの受渡しが停止されている状況にある。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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